
 

参議院選挙制度改革に関する決議 

二院制を採る我が国において、参議院では、憲法制定以来、都道府県を単位として

代表が選出され、地方の声が国政に反映されてきた。 

現在の我が国において、急激な人口減少に歯止めをかけ、大都市圏への過度な一極

集中を是正する地方創生への取組は喫緊の課題となっており、地方の活性化を図るた

めには、全国各地域の声を、国政に直截的かつ確実に反映させることが重要である。 

去る７月 10 日、「一票の格差」を是正するとして、人口が少ない選挙区を統合した

合区による憲政史上初の選挙が実施されたが、投票率について前回と比較すると、全

国平均が２％伸びている中で、合区が実施された４県の合計では２％の減少となって

おり、国政への関心の低下が懸念される。 

また、都道府県ごとに集約された意思が参議院を通じて国政に届けられなくなるこ

とは、人口減少問題の解消等に係る政策の推進に当たり、全国各地域の実情を踏まえ

た政策の実施・展開に支障となる可能性も否定できない。 

今回の合区による参議院選挙は、公職選挙法の附則に基づく抜本的な見直しが行わ

れるまでの間のものとされており、速やかに合区を解消し、地方の多様な意見を確実

に国政に反映することのできる地方創生にふさわしい仕組みを構築することを強く

求める。 

以上決議する。 
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